
（平成２５年１０月３０日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会千葉地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 15 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 10 件



関東千葉国民年金 事案 4524  

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 41年 10月から 42年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住 所 ：  

                                                   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年 12月から 41年３月まで 

         ② 昭和 41年 10月から 42年３月まで 

  私は、昭和 37 年 11月に結婚し、それまで母が納付してくれた１年８か

月間の国民年金保険料を無駄にしないように、国民年金に任意で加入して

保険料を納付してきたが、納付記録を見ると申立期間①及び②が未納期間

となっているので、調査してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間②について、申立人は当該期間に係る国民年金保険料の領収証

書を所持し、保険料が納付されていることが確認できるが、オンライン記

録では申立期間の保険料が未納となっている。このことについて、Ａ年金

事務所は、「特殊台帳に納付月数だけの記録しか無く（申立人の場合は６

か月）、納付月が分からない場合、前に詰めて電算処理が行われていたと

いうことを聞いたことがあるが、申立人の場合にも、そのような処理がな

されたか、それとも、昭和 41年度は１年分保険料が納付されていて、当該

領収証書の記録が未納とされたのか、不明。」と回答していることから、

当時の事務処理状況は不明であり納付していたと判断せざるを得ない。 

 一方、申立期間①については、申立人は、「昭和 37年 11月に結婚し、Ｂ

（地名）からＣ（地名）へ転居した。Ｄ（地名）には 42年頃から居住した。」

と申述しているところ、申立人の所持する国民年金手帳には、変更後の最初

の住所がＤ（地名）と記載されており、Ｂ（地名）からＣ（地名）へ転居し

た後、42 年頃まで国民年金の住所変更手続を行っていなかったことがうか

がえる。 



 また、申立人の所持する国民年金手帳には、昭和 37年 11月に国民年金の

任意加入被保険者資格を取得している旨記載されているものの、申立期間①

に係る印紙検認記録欄に検認印が押されていないことから、現年度納付は行

われていないと推認できる上、昭和 37 年度及び 38 年度の印紙検認台紙は、

「昭和 42年」と読める割印により切り離されていることから（39年度及び

40年度の割印の年数は切り離されて不明）、申立人の国民年金のＣ（地名）

への住所変更手続は昭和 42年１月以降に行われたことがうかがえる。 

 さらに、上記の国民年金の住所変更手続時点において、申立期間①の過半

の保険料は時効により納付することができない上、当該期間の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 41 年 10 月から 42 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



関東千葉厚生年金 事案 5287 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所（現在は、Ｂ事業所）

における資格喪失日に係る記録を昭和 41 年 11 月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を２万 2,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 10月 30日から同年 11月１日まで 

  私は、昭和 41 年４月１日にＡ事業所に就職し、43 年３月 31 日に同事

業所の後継事業所であるＣ事業所（当時）を退職するまで継続して勤務

していたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が欠

落しているので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ事業所の回答及び申立人から提出された人事異動通知書から判断する

と、申立人は、Ａ事業所に継続して勤務し（昭和 41 年 11 月１日に同事業

所からＣ事業所に転籍）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における

昭和 41年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 2,000円とする

ことが妥当である。 

 一方、オンライン記録によれば、Ａ事業所は、昭和 41 年 10 月 30日（現

在は、41年 11月１日に訂正）に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

おり、申立期間は適用事業所とはなっていない。 

 しかし、Ｂ事業所は、「Ａ事業所の解散時に雇用していた職員については、

全員をＣ事業所の職員として引き続き雇用した。」と回答しているところ、

オンライン記録から、昭和 41 年 10 月 30日にＡ事業所において、厚生年金

  

  

  



保険の被保険者資格を喪失した 41人全員が、Ｃ事業所の厚生年金保険の新

規適用日である同年 11月１日に同事業所において被保険者資格を取得して

いることが確認できることから、Ａ事業所は、申立期間において、当時の

厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断され

る。 

  なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、申立人の申立期間において適用

事業所でありながら、社会保険事務所に対して適用事業所に該当しなくな

った旨の届出を行ったと認められることから、申立人の申立期間に係る厚

生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



関東千葉厚生年金 事案 5288 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に厚生年金保険第３種被保険者であったことが認め

られるとともに、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社における当該期間の厚生年金保

険被保険者資格の種別に係る記録を第１種から第３種に訂正することが必

要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年４月１日から 32年９月 12日まで 

  私は、昭和 30年４月１日から 32年９月 12日までの期間、Ａ社におい

て坑内員として勤務していたので、厚生年金保険の被保険者種別が第１

種被保険者とされていることに納得できない。調査の上、被保険者種別

を第３種被保険者に訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚は、「申立人は、トロッコを用いて炭鉱の内側から外側に石

炭を運搬する仕事をしていた。」と述べていることから、申立人は坑内員と

して勤務していたと推認できる。 

 また、Ａ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の記録から、

昭和 29 年６月から 30 年７月までに厚生年金保険被保険者資格を取得した

男性被保険者 26 人（第１種６人、第３種 20 人）及び申立人について、申

立期間中の標準報酬等級の推移を比較すると、適用年月日の時期によって

差はあるものの、申立人の標準報酬等級は、第１種被保険者の標準報酬等

級より１等級から７等級高く、第３種被保険者の標準報酬等級と同等の推

移であることが確認できる。 

 さらに、上述の元同僚のうちの一人は、申立人と一緒に石炭運搬をして

いた元同僚の氏名を３人挙げているところ、当該元同僚３人の年金記録は



厚生年金保険第３種被保険者として資格取得していることが確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間について第３種被保

険者であったと認められるとともに、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

 なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、当該事業所は昭和 39 年 10 月１日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、関係者の所在も不明であり、これを確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者種別に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情も無

いことから、行ったとは認められない。 



関東千葉厚生年金 事案 5289 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていることが認められることか

ら、申立期間の標準賞与額に係る記録を 12 万 3,000円とすることが必要で

ある。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月２日 

 私はＡ社に勤務していたが、平成 17 年 12 月２日支給の賞与に係る標

準賞与額の記録が無いことが分かった。賞与から厚生年金保険料が控除

されていたので、標準賞与額に係る記録を認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された申立期間に係る賃金台帳及び賞与支給明細一覧表に

より、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。  

 また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与支給明細一覧表

において確認できる支給額合計及び厚生年金保険料控除額から、12万 3,000

円とすることが妥当である。  

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）

に提出していなかったことを認めていることから、社会保険事務所は、申

立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 



関東千葉厚生年金 事案 5290 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成 16年３月

から 17年８月までは 26万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履

行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年３月１日から 17年９月１日まで 

  私がＡ社に勤務していた期間のうち、申立期間に係る標準報酬月額が、

その前後の期間とほぼ同額の給与を受けていたにもかかわらず、著しく

下がっている。この件に関して、当時、会社からは何も通知を受けてい

なかった。納得できないので、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、Ａ社における標準報酬月額の相違につい

て申し立てているところ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標

準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

 したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出され

た給与明細書により確認できる報酬月額又は保険料控除額から、26 万円と

することが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、上記給与明細書において確認できる報酬月額又は保

険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録により確認できる標準

報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は給与明細書

  

  



で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておら

ず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該報酬月額に見合う保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



                      

関東千葉国民年金 事案 4525 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 40 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年７月から同年９月まで 

 私は、昭和 40年夏頃、夫から「今まで勤務していた会社を辞めること

になり、厚生年金保険が切れるので、Ａ銀行（現在は、Ｂ銀行）で何百

円かの国民年金の保険料を払ってきた。」と聞き、２枚の領収証書を渡さ

れたことを記憶している。申立期間の保険料が納付済みとされていない

ことに納得できないので、年金記録を訂正してほしい。 

(注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻は、「申立期間当時、夫から、申立期間に係る国民年金保険

料の領収証書を渡されたことを記憶している。」と主張している。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年６月 18 日

に社会保険事務所（当時）からＣ市に払い出された手帳記号番号の一つで

あり、申立人の手帳記号番号の前後の任意加入被保険者の記録から、申立

人は同年７月頃に国民年金の加入手続を行ったことが推認でき、申立人の

妻の主張と相違する。 

また、申立人の特殊台帳の記録により、申立人は、厚生年金保険の被保

険者資格を喪失した昭和 48年 12月 15日に遡って、国民年金の被保険者資

格を取得していることが確認できることから、申立期間は国民年金に未加

入の期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間である（な

お、オンライン記録によると、国民年金被保険者の資格取得日は、平成 20

年５月 19日付けで昭和 49年４月 21日に変更されている。）。 

 さらに、申立人が国民年金の加入手続を行ったと推認される昭和 50年７

  



                      

月時点において、第２回特例納付が実施されており、申立期間の保険料は

特例納付が可能であったが、申立人は既に亡くなっており、申立人の妻は、

加入手続及び保険料納付に関与しておらず、「私は、夫から、国民年金保

険料を払ってきたことを聞き、領収証書を受け取っただけである。」と回

答しているため、申立人の加入手続及び保険料納付の状況は不明である。 

加えて、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

  



                      

関東千葉国民年金 事案 4526 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年３月から９年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年３月から９年２月まで 

  私は、これまで母に国民年金保険料の納付を管理してもらっていた。

保険料の納付を促す手紙が届いたときに、母がＡ市役所に相談に行き、

申立期間のうち平成３年３月から５年間分の保険料については、窓口で

納付し、それ以降の保険料については、毎年、１年分一括で納付してく

れたはずである。申立期間の保険料が未納とされていることは納得でき

ない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金保険料を納付していたとする申立人の母は、「はっきり

とは覚えていないが、多分、平成８年頃にＡ市役所の窓口で、申立期間の

うち３年３月から５年間分の保険料を一括納付し、それ以降の保険料は毎

年、１年分を一括で納付した。」と申述しているが、８年の時点を基準にす

ると、当該５年間分の保険料には時効により納付することができない保険

料が含まれることになる上、時効となった未納保険料を納付可能とした特

例納付は過去に３回実施されていたが、昭和 55 年６月 30 日に終了してお

り、制度上、平成８年に５年間分の保険料を一括納付することはできない。 

  また、オンライン記録において、申立期間直後の平成９年３月から 12年

３月までの保険料は 11 年４月 21 日に一括納付されていること、及び平成

12 年度以降の保険料は各年度当初に１年分が一括で前納されていることが

確認できる。 

  以上の状況を踏まえると、申立人の母が平成８年頃に一括納付したとす

る記憶は、11年４月 21日に一括納付された記録に係るものである可能性も

否定できない。 

 

 

  



                      

   さらに、申立人及びその母が申立期間の保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  

  



                      

関東千葉国民年金 事案 4527 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年 10 月から同年 12 月までの期間及び 37 年１月から 42

年 12月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年 10月から同年 12月まで 

           ② 昭和 37年１月から 42年 12月まで 

  国民年金制度発足時に、私がＡ（地名）で国民年金の加入手続を行い、

昭和 36 年 10 月＊日に結婚に伴い、Ｂ市（現在は、Ｃ市）に転居するこ

ととなり、義父がＢ市役所（当時）で私の転入手続及び国民年金の住所

変更手続を行ってくれた。その後、同年 10月３日に私が申立期間①の国

民年金保険料をＡ（地名）で納付し、Ｂ市に実際に引っ越したのは同年

10月 15日であった。 

  その後、昭和 38年６月頃に、約２年以内の保険料の未納通知がＡ（地

名）社会保険事務所（当時）から届いたので、同社会保険事務所に問い

合わせたところ、「Ｂ市で納付できる。」との回答を受け、慌ててＢ市

役所の窓口に出向き、それまで未納だった期間の保険料を同市役所内に

あったＤ銀行（当時）の出張所にまとめて納付した。以降３か月ごとに

保険料の納付書が届き、同出張所及び同出張所が閉鎖された後はＢ駅前

にあったＤ銀行Ｂ支店（当時）で定期的に納付していた。 

  申立期間①及び②の保険料が未納と記録されていることは納得できな

い。 

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、本申立てにおいて、「国民年金納付の経緯（詳細）」と題す

る文書を提出しており、国民年金の加入手続の状況を始め、申立期間①及

び②に係る国民年金保険料の納付の状況等について記載しているものの、

  



                      

当該文書には納付金額、納付方法等に関する具体的な記載は無く、申立人

に説明を求めても、その記憶は明確ではなく、申立期間①及び②に係る保

険料の納付状況は不明である。 

 また、申立人は、「昭和 38年６月頃、Ａ（地名）社会保険事務所から未

納通知が届いたので、それまで未納であった保険料をＢ市役所内のＤ銀行

の出張所で納付した。その後の保険料も同出張所で定期的に納付した。」

と主張しているところ、当時、Ａ（地名）社会保険事務所では国民年金保

険料を取り扱っていなかった上、Ｃ市は、「昭和 38 年から 43 年頃には、

市役所庁舎内には、Ｅ銀行（当時）の出張所が指定金融機関として入って

おり、Ｄ銀行の出張所は入っていなかった。Ｄ銀行は、50 年４月１日から

Ｂ市役所内に入った。」と回答しているなど、申立人の主張及び「国民年

金納付の経緯（詳細）」に記載された内容とは相違している点も見受けら

れ、申立人の申立内容が確からしいという心証は得られない。 

 さらに、申立期間②については、Ｂ市及びＦ市の国民年金被保険者名簿

によると、申立人は昭和 35 年 10 月１日に初めて国民年金被保険者の資格

を取得し、37年１月 17日に資格を喪失、それ以降は、43年１月 20日に再

度資格を取得するまで国民年金に未加入の期間であり、当該資格記録は特

殊台帳及びオンライン記録とも一致し、制度上、保険料を納付することが

できない期間である。 

 なお、Ｂ市の上記被保険者名簿の資格記録欄には、当初、昭和 36 年 10

月１日に強制加入被保険者としての資格を喪失し、同日に任意加入被保険

者として資格を取得し、43年１月 20日に同資格を喪失し、同日に強制加入

被保険者として資格を取得したことが記載され、その後、これらの資格記

録が現在の記録に訂正された記載が確認できることから、申立期間②につ

いてはＢ市において任意加入被保険者期間として把握していた時期があっ

たことがうかがえるものの、当該資格記録の訂正前に申立期間②に係る保

険料が納付された場合、当該資格記録の訂正後に申立期間②に係る保険料

は未加入期間に対する納付として、過誤納となり還付されることとなるが、

当該被保険者名簿及び上記特殊台帳に申立期間②に係る保険料が還付され

た形跡は見当たらない。 

 このほか、申立人が申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間①及び②の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



                      

関東千葉国民年金 事案 4528 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年５月から 62 年３月までの期間、平成元年７月及び２

年７月から同年９月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60年５月から 62年３月まで 

          ② 平成元年７月 

          ③ 平成２年７月から同年９月まで 

 私が 20 歳になった昭和 60 年＊月に、私の両親のいずれかが私の国民

年金の加入手続を行い、その後は、私が厚生年金保険から国民年金への

切替手続をその都度行った。申立期間の国民年金保険料は納付している

はずであり、申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①について、申立人は、「両親のいずれかが、私が 20 歳にな

ったときに国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付している

はずである。」と申述している。 

 しかしながら、オンライン記録によると、申立人は、20 歳に到達した

昭和 60年＊月＊日に資格を取得して以後、61年４月１日に資格を喪失し、

63年９月 16日に再度資格を取得しているところ、当該資格取得日及び資

格喪失日に係る処理が同年 11月８日に行われていることが確認できる上、

申立人の所持する年金手帳の「国民年金の記録」欄に記録された当該資

格取得日及び資格喪失日は、全て同じ筆跡とみられ、まとめて記入され

ていることがうかがえる。 

 以上のことから、申立人が初めて国民年金の加入手続を行ったのは、

Ａ社の厚生年金保険被保険者資格を喪失した後の昭和 63 年 11 月頃と推

認でき、この時点において、申立期間①のうち 60 年５月から 61 年３月

までの保険料は時効により納付することはできず、また、同年４月から

  



                      

62 年３月までは国民年金に未加入の期間となり、制度上、保険料を納付

することはできない。 

 さらに、申立人及びその両親が申立期間①の保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

２ 申立期間②及び③について、申立人は、「厚生年金保険から国民年金へ

の切替手続をその都度行い、保険料を納付しているはずである。」と申述

している。 

 しかしながら、オンライン記録によると、申立期間②及び③に係る国民

年金の資格取得日及び資格喪失日並びに平成４年 10 月１日の資格取得日

の処理が５年２月９日に行われていることが確認できる上、申立人の所持

する年金手帳の「国民年金の記録」欄に記録された当該資格取得日及び資

格喪失日は、全て同じ筆跡とみられ、まとめて記入されていることがうか

がえる。 

 以上のことから、申立人は、Ｂ社及びＣ社それぞれの厚生年金保険被保

険者資格を喪失した後の申立期間②及び③の期間中には厚生年金保険か

ら国民年金への切替手続を行っておらず、同手続を行ったのはＤ社の厚生

年金保険被保険者資格を喪失した後の平成５年２月頃と推認でき、この時

点において、申立期間②及び③の保険料は時効により納付することはでき

ない。 

 また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 さらに、申立人が申立期間②及び③の保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②及び③の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



                      

関東千葉国民年金 事案 4529 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 44年３月まで 

  私は、義兄が事業主の事業所で 15 歳から住み込みで働いており、その

後、義兄から国民年金保険料を給与から控除して納付しておくと言われ

た。国民年金は 20歳から強制加入であるので、申立期間の保険料を納付

していたはずなのに、未納とされていることは納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の義兄が事業主の事業所で申

立人と一緒に住み込みで働いていたとする申立人の姉（五女）の手帳記号

番号と連番であり、同姉が最初に受け取ったとする国民年金手帳には発行

日が昭和 44 年３月 10 日と記入されていることが確認できることから、こ

の頃に申立人及び同姉の国民年金の加入手続が行われたものと推認される。

そして、申立人は、「国民年金保険料を徴収するために集金人が事業所に来

ていた。」と申述しているところ、申立人が申立期間当時居住していたＡ（地

名）においては集金人が現年度保険料のみを収納しており、同年３月を基

準にすると、申立人の義兄が申立期間の保険料を集金人に現年度納付する

ことは可能である。 

 しかしながら、申立期間の保険料を現年度納付するには、加入手続が行

われたと推認される昭和 44年３月以後、同年４月までに、12か月分の保険

料を納付することが必要となるが、申立人は、「給与から保険料を控除され

ていたときに、保険料を遡って控除されたことはない。」と申述している。 

 また、前記の姉（五女）は、「弟（申立人）の国民年金の加入手続、保険

料納付に関することは分からない。私の保険料は私自身が集金人に納付し

ていた。また、国民年金手帳を受け取った後の保険料を納付したことはあ

  



                      

るが、それ以前の保険料は納付していないと思う。」と申述している上、同

姉も申立期間の保険料は未納であり、申立人と同じ記録となっている。 

 以上の状況を踏まえると、申立人の義兄が申立期間の保険料を集金人に

納付していたと推認することは困難である。 

 さらに、申立人は、「申立期間当時、義兄の事業所で働いており、義兄か

ら国民年金保険料を給与から控除して納付しておくと言われた。」と主張し

ているが、保険料を徴収するために集金人が事業所に来ていたこと以外に

記憶が明確ではない上、申立人の義兄は既に死亡しており、義兄の妻であ

る申立人の姉（二女）は、「事業所に関わる経理、金銭の支払等は主人が一

人で行っていたので保険料のことは分からない。」と申述しており、申立期

間に係る保険料納付の状況は不明である。 

 このほか、申立人及びその義兄が申立期間の保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



関東千葉厚生年金 事案 5291 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 10月１日から 16年４月１日まで 

  私は、平成７年 10 月１日から 16 年３月 31 日まで、Ａ事業所（現在は、

Ｂ事業所）に勤務したが、給与明細書に記載されている勤務時間、勤務日数

は実際の勤務時間、勤務日数と異なっているので、正しい勤務日数に基づい

た支払基礎日数に従って計算された標準報酬月額に訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

することとなる。 

 したがって、事業主から提出された給与簿及び申立人から提出された給与明

細書により確認できる保険料控除額及び報酬月額に見合う標準報酬月額のい

ずれか低い額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致又はこれを下回ってい

ることが確認できることから、申立期間については、特例法による保険給付の

対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

 なお、申立人は、「所持する給与明細書に記載されている勤務時間及び勤務

日数は実際の勤務実態と異なり、実際の勤務日数は毎月 20 日以上であったの

で、申立期間の標準報酬月額は実際の勤務日数を支払基礎日数として算定する

べきである。」と主張しているが、事業主は、申立人に係る給与簿（賃金台帳）、

平成 11 年１月から同年 12 月までの出勤簿、平成 11 年４月から同年６月まで

の勤務時間報告書等を提出し、「申立人から提出された給与明細書に記載され



ている勤務時間及び勤務日数は、実際の勤務時間及び勤務日数と相違していな

い。」と回答している。 

 また、上記給与簿及び給与明細書の記載内容は基本的に一致している上、オ

ンライン記録における申立人の標準報酬月額は、当該給与簿及び給与明細書に

記載されている厚生年金保険料控除額に対応した標準報酬月額が記録されて

おり、遡及訂正等の不自然な記録訂正が行われた形跡は無い。



関東千葉厚生年金 事案 5292 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年６月７日から 13年７月１日まで 

  私は、平成 12年６月７日にＡ社に入社し、13年６月末日まで勤務したが、

厚生年金保険の被保険者期間が無いことに納得できない。調査の上、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてもらいたい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された平成 12年分給与所得の源泉徴収票の「中途就・退職」

欄における「就職 12年６月７日」の記載及び雇用保険の被保険者記録により、

申立人が、申立期間においてＡ社に勤務していたことは認められる。 

 しかし、当該事業所の申立期間当時の経理担当役員は、「申立人は、正社員

ではなかったと思う。厚生年金保険に加入しておらず、厚生年金保険料も控除

していなかった。」と回答している上、当該役員が当時作成したとする従業員

の給与明細内容一覧により、申立人の給与から保険料は控除されていないこと

が確認できる。 

 また、申立人は、申立期間を含む平成 12年４月１日から 14年１月８日まで

の期間、当時の住所地で国民健康保険に加入していることが確認できる上、オ

ンライン記録においては、申立期間は国民年金に加入しており申請免除期間で

あることが確認できる。 

 さらに、当該事業所に係るオンライン記録の被保険者縦覧照会回答票におい

て、申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5293 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27年４月から 28年１月まで 

           ② 昭和 29年１月から同年６月まで 

  私は、昭和 27年４月から 29年６月までＡ社Ｂ支社に勤務したが、厚生年

金保険の被保険者記録は、28 年２月１日に被保険者資格を取得し、29 年１

月１日に被保険者資格を喪失したことになっているので、調査の上、被保険

者記録を訂正してほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②においてＡ社Ｂ支社に継続して勤務していたと

主張している。 

 しかし、申立てに係るＡ社及び同社Ｂ支社は既に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっている上、事業主の所在は不明であり、申立期間に係る申立人の

勤務実態及び厚生年金保険料の控除については確認することができない。 

 また、複数の元同僚に文書照会及び電話聴取を行ったが、具体的な回答及び

申述は得られないため、申立人の申立期間における勤務実態、厚生年金保険の

適用状況及び保険料の控除については確認することができない。 

 さらに、申立期間①及び②に係る申立人の被保険者台帳、健康保険厚生年金

保険被保険者名簿及びオンライン記録それぞれの厚生年金保険被保険者記録

は一致している上、Ａ社Ｂ支社は昭和 29 年４月１日に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっていることから、申立期間②の一部は厚生年金保険の被保険

者になり得ない期間である。 

 このほか、申立人の申立期間①及び②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。

  

  

  

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5294 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年３月 31日から同年４月１日まで 

 私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）に昭和 35年４月１日に入社し、36年３月 31

日まで勤務していたが、厚生年金保険の資格喪失日が同年３月 31 日となっ

ているので、納得できない。調査の上、記録を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された昭和 35 年採用者に係る社員台帳により、申立人は、36

年３月 15日退職の旨記載されていることが確認できる。 

 また、事業主は、「社員台帳には、申立人は昭和 36 年３月 15 日退職となっ

ているので、同年３月分の厚生年金保険料は控除していないと思う。」と回答

している。 

 さらに、元同僚は、「申立人は、昭和 36年３月頃まで勤務していたが、退職

日までは分からない。」と供述している上、当該元同僚以外に申立人を知って

いる者は見当たらないことから、申立人が同年３月 31 日まで勤務していたこ

とは確認できない。 

 このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5295 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年２月 28日から同年３月１日まで 

  私は、平成７年６月５日から同年 10 月 19 日までの期間及び８年７月 21

日から 10年２月 28日までの期間、Ａ社に勤務したが、２度目の資格喪失日

が同年２月 28 日とされており、被保険者期間１か月が欠落していることに

納得できない。調査の上、訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社が作成した平成 10 年分給与所得の源泉徴収票の「中途・退

職」欄に記載されている同年２月 28 日が同社の退職日であると申し立ててい

る。 

 しかし、元事業主及び当時の顧問会計事務所は、「当該事業所の給与からの

厚生年金保険料は翌月控除であった。」と回答していることから、上記源泉徴

収票の社会保険料控除額は、平成９年 12月分及び 10年１月分の保険料である

と推認される。 

 また、申立人から提出された雇用保険被保険者離職票には、申立人の離職日

は平成 10年２月 27日と記載されており、雇用保険の加入記録と一致している

上、オンライン記録とも符合している。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5296 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年２月１日から 40年９月１日まで 

          ② 昭和 41年３月１日から 43年 11月１日まで 

 私は、昭和 36 年２月から 40 年８月末日まではＡ事業所に、41 年３月か

ら 43年 10月末日まではＢ事業所にそれぞれ勤務した。申立期間が厚生年金

保険の被保険者期間になっていないのは納得できない。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、オンライン記録及び適用事業所名簿検索システム

において、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事業所として確認できない。 

 また、申立人が氏名を挙げた事業主は、生年月日が不明であるため、当該

事業所の事業主を特定できない上、元同僚の氏名も記憶していないことから、

元同僚への聴取もできず、申立人の勤務期間及び厚生年金保険の加入状況は

確認できない。 

 このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②については、オンライン記録及び適用事業所名簿検索システム

において、Ｂ事業所が厚生年金保険の適用事業所として確認できない。 

 また、申立人が氏名を挙げた事業主は、苗字のみであるため、当該事業所

の事業主を特定できない上、元同僚の氏名も記憶していないことから、元同

僚への聴取もできず、申立期間における申立人の勤務期間及び厚生年金保険

の加入状況は確認できない。 

 このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



関東千葉厚生年金 事案 5297（事案 2043の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 10月１日から 47 年３月１日まで 

私は、申立期間において、Ａ社に勤務し、Ｂ組合連合会理事長による 14

年勤続表彰を受章していることから、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、事業主及び複数の元同僚の供述から申立

人がＡ社に勤務していたことは推認できるが、ⅰ）雇用保険の加入記録及びＣ

厚生年金基金の記録から、申立人は昭和 47 年３月１日にそれぞれ加入してい

ることが確認でき、いずれの記録も厚生年金保険の資格取得日と一致している

こと、ⅱ）当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間に

申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番が無いこと、ⅲ）当該事業所

は平成８年４月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の

厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこ

となどから、既に年金記録確認千葉地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、

22年６月 30日付けで年金記録の訂正は必要ないとする通知が行われている。 

 今回の申立てにおいて、申立人は、新たに昭和 44年 10月４日に開催された

Ｄ組合創立 10 周年記念式典におけるＢ組合連合会（現在は、Ｅ組合連合会）

理事長による「14年勤続表彰」の賞状を提出し、「申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。」と主張している。 

 しかし、申立人が申立期間において、Ａ社に勤務していたことは推認できる

が、Ｅ組合連合会は、「申立人の厚生年金保険の記録については分からない。」

と回答しており、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実

を確認することができない。 



 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、ほか

に、年金記録確認千葉地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情

も見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。 



関東千葉厚生年金 事案 5298（事案 786の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年１月 25日から同年 10月 21日まで 

  私は、昭和 37年 12月末にＡ社を辞めてすぐに、技術者を募集していたＢ

社に勤務したが、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いということに納

得できない。私の記憶では、申立期間、当該事業所に勤務しており、前回判

断は納得できないことから、再調査してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人の健康保険厚生年金保険被保

険者原票により、昭和 38 年 10 月 21 日に資格を取得したことが確認できるこ

と、ⅱ）元同僚二人が供述する自身の勤務開始時期よりも後に当該同僚二人の

資格取得日が確認できること、ⅲ）事業主は申立期間当時の関係資料は既に廃

棄したとしており、申立人の雇用実態及び保険料控除の実態が不明であること

などから、既に年金記録確認千葉地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、

平成21年６月16日付けで年金記録の訂正は必要ないとする通知が行われてい

る。 

 今回の申立てにおいて、申立人は、「Ｂ社は、自分の勤務開始とほぼ同時期

に、業務用機器を購入したので、販売記録を確認してほしい。」と主張してい

るが、販売先と推認されるＣ社(現在は、Ｄ社）は、「保存期間を経過している

ため、販売記録は確認できない。」と回答している。 

 また、申立人は、「Ｂ社の元役員から、入社時に支度金を支給された。」と主

張するが、当該元役員は既に他界しており、勤務実態について供述は得られな

い。 

 さらに、申立人に係る当該事業所の厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出

簿から、申立人の被保険者記号番号は、昭和 38 年 11 月 19 日に払い出され、

  

  

  



申立人は、同年 10月 21日に資格取得していることが確認でき、オンライン記

録と一致する。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、年金

記録確認千葉地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当

たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 



関東千葉厚生年金 事案 5299 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年３月１日から 35年２月 24日まで 

            ② 昭和 35年３月１日から 36年８月１日まで 

   私は、昭和 32 年３月から 35 年２月までＡ事業所に、同年３月から 36 年

８月までＢ事業所に勤務していたが、退職後、申立期間について脱退手当金

は受け取っていないので調査してほしい。 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「私は、申立期間について脱退手当金は受け取っていない。」と主

張しているが、申立人が所持する厚生年金保険被保険者証には、「脱（Ｃ（地

名））」表示が確認できることから、申立人の意思に基づかないで脱退手当金が

請求されたものとは考え難い。 

 また、申立人の申立期間②の事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿には、

脱退手当金の支給を意味する表示が記されているとともに、脱退手当金の支給

額に計算上の誤りは無く、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

から約４か月後の昭和 36年 12月５日に支給決定されているなど、一連の事務

処理に不自然さはうかがえない。 

 さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人が申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



関東千葉厚生年金 事案 5300（事案 3926の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年 11月１日から 38 年１月 27日まで 

  前回の申立てでは、私の厚生年金保険被保険者記録の訂正は認められない

という結果だったが、私は、申立期間に係る脱退手当金を受給した記憶は無

く、納得できない。新たな資料等は無いが、再度調査してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立期間の脱退手当金は、申立期間

に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和 38 年７月 12

日に支給決定されているとともに、Ａ社Ｂ工場の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿の申立人欄には脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記載されて

いるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえないこと、ⅱ）上記被保険者

名簿の申立人が記載されているページとその前後２ページに記載されている

女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である同年１月 27 日

の前後２年以内に資格を喪失し、かつ脱退手当金の受給資格を有する 18 人に

ついて脱退手当金の支給記録を確認したところ、11 人（申立人を含む）に支

給記録があることなどを踏まえると、申立人についても、その委任に基づき事

業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられること、ⅲ）申立

人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給してい

ないことをうかがわせる事情は見当たらないことを理由として、既に年金記録

確認千葉地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、平成 23 年９月７日付け

で年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

 今回、申立人は、脱退手当金を受給しておらず、前回の審議結果に納得でき

ないとして再申立てを行っているが、申立人からは申立期間の脱退手当金を受

給していないことをうかがわせる新たな資料等の提出は無く、このほか年金記

録確認千葉地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき事情は見当たらない

ことから、申立人が申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認める

ことはできない。 

  




